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● ｢心の病｣の年代別割合：前回に続き、10-20代が増加。初めて３割を超え、わずかに40代

を上回る。50代除き各世代の比率が横一線となり共通課題に。      ＜２ページ参照＞ 

前回調査(2017年)では10-20代(27.9％)の増加が大きく、50代を除き各世代が平準化して

きていたが、今回も10-20代が増加(30.6％)、40代(29.6％)をわずかながら上回り、最も多

い30代(33.3％)にも肉薄し、ほぼ世代間の差が見られない状況となっている。 
 

●最近３年間の「心の病」の増減傾向は「増加傾向」32.0％、「横ばい」54.7％、「減少傾向」

10.2％。漸減傾向にあった「増加傾向」の回答が一転して増加。       ＜３ページ参照＞ 

上場企業で「最近３年間における『心の病』」が「増加傾向」と回答した企業は32.0％と、過

去最低となった前回調査(2017年)の24.4％から一転して増加した。「横ばい」と回答した企業は

54.7％と、前回調査の59.7％がピークで減少している。 

「増加傾向」は、2006年に最高の61.5％となって以降、一貫して減少傾向が続いていたが、今

回調査では「増加傾向」の割合が前回より7.6％ポイント増加した。今回の結果のみで増加傾向に

転じたとまでは言えないが、今後の動向を注視していく必要がある。 
 

●「心の病」の増減傾向と組織風土・取り組み：「心の病」が減少傾向の企業では「生産性が

向上している」の回答割合高い。また「健康経営」「長時間労働」「場所に縛られない働き方

改革」の取り組みで効果があがっている割合も高い。      ＜４ページ参照＞ 

心の病が「減少傾向」と回答した企業では、「生産性が向上している」に肯定的な回答が

60.9％と、「横ばい」(50.0％)「増加傾向」(49.2％)より割合が高い。同様に「健康経営に効

果」(減少52.2←横ばい40.6←増加38.6)「長時間労働に効果」(減少82.6←横ばい66.7←増加

60.0)、「場所に縛られない働き方改革に効果」(減少43.4←横ばい27.6←増加25.8)と「減少傾

向」とした企業では、働き方改革の取り組みで効果があがっているとの回答割合が高い。 
 

●ストレスチェックの課題：「集団分析結果の活かし方」を課題として挙げた企業が２/３と最

多。続いて「医師面接対象者が希望しないこと」が４割。組織対応と個人対応のストレス

チェック制度活用の両輪が課題。            ＜６ページ参照＞ 

ストレスチェック制度の課題として、最も回答が多かったのは、前回2017年と同様に「集団分

析結果の活かし方」(64.6％)で、概ね２／３の企業で課題として認識されている。「医師面接勧

奨者が面接を希望しないこと」(39.8％)が約４割で続いており、組織対応と個人対応のストレス

チェック実施後のフォローが課題として認識されている。 

プレスリリース 
 

2019年11月22日 

公益財団法人 日本生産性本部 

公益財団法人日本生産性本部メンタル・ヘルス研究所は11月22日、「メンタルヘルスの取り組

み」に関する企業アンケート調査結果を取りまとめました。本調査は、2002年から概ね隔年で実

施しており、今回は2017年に続き９回目となります。労働安全衛生法の改正により、2015年度か

らストレスチェックが義務化され、産業界のメンタルヘルスへの取り組みは大きな変化を見せて

います。当本部では、メンタルヘルスは働く基盤であり、この実態を調査し結果を周知すること

で、各事業者がさらなる積極的な取り組みを進める一助としたいと考えています。 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

本件に関するお問合せ先： （公財）日本生産性本部 メンタル･ヘルス研究所 

ICT・ヘルスケア推進部 担当：高手、齋藤、中野 Tel：03-3511-4024／e-mail： Mentalhealth@jpc-net.jp 

 

 

第９回「メンタルヘルスの取り組み」に関する企業アンケート調査結果 

「心の病」多い世代 ２０代が初めて３割を超える 
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第９回「メンタルヘルスの取り組み」に関する企業アンケート調査概要 
 

1. 調査期間：2019年7月4日から9月12日 

2. 調査対象：上場企業2,361社（人事担当） 

3. 調査方法：アンケート用紙郵送法、WEBアンケートシステム回答法併用 

4. 有効回答数：226社、回収率：9.6％ 

 

１．「心の病」の最も多い年齢層 

●｢心の病｣の年代別割合：前回に続き、10-20代が増加。初めて３割を超え、わずかに40

代を上回る。50代を除き各世代の比率が横一線となり共通課題に。 

 

 2010年までの調査では30代という回答が最も多く、次いで40代、10～20代、50代と続いていた

が、2012年の調査からこれが大きく変わり、40代と30代が多く、10～20代、50代と続いた。前回

大きく増加した10～20代は今回も増加傾向が続き、50代を除く10～20代、30代、40代で平準化し

た。 

 従来（2010年まで)の30代に不調者が多い理由を、仕事の責任は重いが、管理職にはなれないた

めという‘責任と権限のアンバランス’があるためと考察してきたが、前回から30代ばかりでな

く、50代を除くすべての年齢にこのアンバランスが広がったと考えられる。 

 これは、年功制の崩壊と連動しているとも考えられる。これまで、10～20代は一人前になるた

めの養成期間であったが、今は即戦力である。40代は権限の持てる管理職への準備期間であった

が、今は役割・権限の変化がないことも多い。そのことが影響している可能性があるのではない

か。 
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２．最近３年間の「心の病」の増減傾向 

●最近３年間の「心の病」の増減傾向は「増加傾向」32.0％、「横ばい」54.7％、「減

少傾向」10.2％。漸減傾向にあった「増加傾向」の回答が一転して増加。 

 

 最近３年間の「心の病」の増減傾向では、前回2017年、前々回2014年より「増加傾向」との回

答が上回っている。今回の結果のみで心の病は増加傾向に転じたと断定まではできないが、注視

すべき結果ではある。 

 前回2017年は、初めてストレスチェック制度が導入された後の調査で、制度導入の熱気が残っ

ていたときである。そして今回2019年は、2016・2017・2018年とストレスチェック制度を３回実

施した後の調査である。メンタルヘルス対策はストレスチェック制度に任せておけばよいという

意識が芽生えてきたためか、職場に活力を取り戻すという本来のマネジメントを通じたメンタル

ヘルス不調の未然防止への意識が薄れているのではないだろうか。そのことが影響している可能

性も考えられる。 
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３．組織風土・取り組みと「心の病」の増減傾向 

●「心の病」の増減傾向と組織風土・取り組み：「心の病」が減少傾向の企業では「生産

性が向上している」の回答割合が高い。また「健康経営」「長時間労働」「場所に縛られ

ない働き方改革」の取り組みで効果があがっている割合も高い。 

 

 「心の病の増減傾向」と「組織の状態」「取り組み」の項目をクロスさせ集計した。この分析

は、企業担当者が認識する自社の「心の病の増減傾向」と自社の「組織の状態」「取り組み」の

認識間に関連があるかを見ようとするものである。 

下図は「職場・組織の生産性は向上している」と「心の病」の増減傾向をクロスしたものであ

るが、「心の病」が減少傾向にある組織では、生産性が向上しているとの回答が「増加傾向」

「横ばい」の組織に比べて多く見られる。 

 

 

この場合の生産性とは、経営指標として数値で表される生産性ではなく、その職場の仕事がう

まく行っているかどうかという広い意味ととらえるほうが妥当であろう。これは、企業担当者が

把握できる職場の健康指標になり得る結果である。 

同様に、メンタルヘルス施策以外の施策と「心の病の増減傾向」をクロスさせた。 
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メンタルヘルスを直接の目的としない施策でも、メンタルヘルスに貢献している。「長時間労

働対策」は特に顕著である。「健康増進（健康経営)」「場所に縛られない働き方改革」もまずま

ず貢献している。他の施策がうまく行っている企業は、メンタルヘルス施策もうまく行っている

ということでもある。 
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４．ストレスチェックの課題 

●ストレスチェックの課題：「集団分析結果の活かし方」を課題として挙げた企業が 

２/３と最多。続いて「医師面接対象者が希望しないこと」が４割。組織対応と個人対応

のストレスチェック制度活用の両輪が課題。 

 

 

 

ストレスチェック制度の課題は多岐にわたるが、前回も今回も「集団分析結果の活かし方」が

最も多くの企業で課題となっている。また、若干だが回答が増えてもいる。 

他に回答が増えたのは、「医師面接勧奨者が面接を希望しないこと」「集団分析結果の周知の

範囲と方法」「職場環境改善における現場の理解」である。集団分析関連と面接のフォローの問

題意識が増えている。 

集計結果を報告するだけでは集団分析を活用したことにはならない。結果をフィードバックさ

れても、どうすれば職場のメンタルヘルスが良くなるのか分からないという問題もある。これが

「集団分析結果の活かし方」が課題であることの意味である。 

「医師面接勧奨者が面接を希望しないこと」の問題は、高ストレス者が必ずしもハイリスク者

でないという点とも関連があろう。一方で、リスクが高いと判断された人に対して手が届いてい

ない状況があるとしたら、組織的には懸念材料である。 

メンタルヘルス対策は組織対応と個人対応の両輪で攻めるべきであるが、両輪のフォロー部分

で課題が残されたままである。 
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